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視点

　2023年も残すところ1カ月となりました。この1年、国内外で目にする機会が増え、
来年さらに注目度が高まるとみられる企業経営のキーワードの一つとして、「従業員
のファイナンシャルウェルビーイング」が挙げられます。
　ファイナンシャルウェルビーイングは、金融面の幸福・充足を意味する言葉ですが、
米国消費者金融保護局によれば、「個人が、現在と今後の金融債務を完全に履行し、
金融面から将来に安心感を得て、人生を楽しめる選択をすることが可能な状態」を指
すとしています。国際的には、本年4月にOECDが公表した「G20/OECD金融消費者
保護ハイレベル原則に関する理事会勧告」で言及されたほか、わが国においても、 
8月に金融庁が公表した「2023事務年度金融行政方針」において、推進している金融
経済教育が目指す成果としています。
　一方、企業経営の近年のトレンドとして、人材を資本として捉え、その価値を最大
限に引き出すことで、中長期的な企業価値向上につなげる人的資本経営が注目されて
おり、とくに従業員が心身ともに健康で働ける環境を整え、ウェルビーイング（幸福・
充足）を高めることが重要とされています。この人的資本経営に、ファイナンシャル
ウェルビーイングの概念を取り入れる動きがみられます。すなわち、従業員が金融面
からも幸福・充足感を得られるようにすれば、従業員の意欲が高まり、企業として創
造性や生産性を高めることが出来る、というわけです。
　企業では、従業員のファイナンシャルウェルビーイング向上の観点から、どのよう
な取り組みが必要でしょうか。大きくは、次の三つが挙げられます。
　第1に、金融教育です。ファイナンシャルウェルビーイング向上のためには、個々
人の金融リテラシーを高めることが重要です。前述の金融行政方針では、来春に金融
経済教育推進機構を設立し、同機構を通じて雇用者向けセミナーを広く支援・推進す
る方針が示されています。今後は、企業による従業員向けの金融教育への期待が高ま
っていくでしょう。
　第2に、資産形成支援です。従業員のファイナンシャルウェルビーイング向上のた
めには、安定した資産形成を進められるように支援策を用意することも重要です。具
体的な仕組みとして、財形貯蓄や持ち株会、確定拠出年金などがありますが、今後は
来年1月から大幅に拡充されるNISA（少額投資非課税制度）、とりわけ、給与天引き
等により投資が出来る職場つみたてNISAに注目が集まるとみられます。
　第3に、情報開示です。わが国では、本年3月期決算以降、有価証券報告書において
人的資本情報の開示が義務付けられました。開示内容は各企業が検討することとされ
ていますが、一部の企業では従業員の経済的な安定を支援する施策を記述しています。
将来的には、多くの企業が投資家や従業員などのステークホルダー向けに、従業員の
ファイナンシャルウェルビーイング向上策を開示するようになると考えられます。
　今後は、各企業が従業員のファイナンシャルウェルビーイングに関する政策動向や
金融機関サービス、競合他社の取り組みに関心を寄せていくことが望まれます。
 （佐倉）

企業経営に求められる従業員のファイナンシャルウェルビーイング
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経済トピックス
マクロ経済情報

　ユーロ圏では、昨年後半以降、ウクラ
イナ情勢の混乱やコロナ禍からのリバウ
ンド需要の一巡などを背景に、低成長が
続いてきました。なかでも、ユーロ圏最
大の経済規模を有するドイツの低調ぶり
は深刻です。以下では、ドイツ経済の現
状を整理したうえで、先行きを展望しま
した。

外的要因により低迷するドイツ経済

　ドイツの実質GDP成長率は、昨年10
～ 12月期にマイナスに転じた後、今年
に入ってからもゼロ％前後とユーロ圏全
体の伸びを下回る弱い動きが続いてお
り、本年7 ～ 9月期には前期比▲0.1％と
再びマイナス成長となりました（図表
1）。ドイツ経済がとりわけ弱い背景とし
て、以下の2点が挙げられます。
　第1に、エネルギーコストの上昇です。
2010年代以降、ドイツは安価なロシア

産天然ガスを多く輸入するエネルギー戦
略をとってきました。この結果、2021
年には天然ガスの輸入に占めるロシア産
の割合は65％と、ユーロ圏の平均である
37％を大きく上回っていました。ロシア
がウクライナ侵攻後に欧州向けの天然ガ
ス輸出を削減・停止したため、ドイツで
は他国からの代替調達が必要となり、調
達コストが大きく上昇しています。これ
を受けて、化学・鉄鋼などエネルギー集
約型の産業では生産活動が大きく落ち込
んでいるほか、コスト上昇分の転嫁が消
費者物価の高騰を招き、家計の消費を下
押ししています。
　第2に、外需の弱さです。本年7月のド
イツのユーロ圏外向け財輸出は、2019
年平均を8％程度下回っています。ドイ
ツの主要輸出先である米国や中国ではコ
ロナ禍からの景気回復が一服し、財消費
が低調となっています。これを受けて、
自動車部品や鉄鋼などの中間財を中心に
輸出が顕著に落ち込んでいます。ドイツ
の輸出依存度は他のユーロ圏諸国と比べ
て高く、外需の低迷が他国以上に景気の
足を引っ張る要因となっています。

先行きも低迷が続く見込み

　先行きを展望しても、ドイツの景気低
迷が続く可能性が大きいとみられます。
まず、中東情勢の緊迫化など地政学リス
クが高まっていることからエネルギーコ
ストの低下は進みにくいと考えられま
す。また、世界経済は当面減速すると見

景気低迷に苦しむドイツ経済

図表1　 実質GDP成長率（前期比年率）

（資料）Eurostatを基に日本総合研究所作成
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込まれるため、外需の弱さも継続する見
通しです。
　さらに、最近では、労働力不足が強ま
っていることも、ドイツ経済の重しとな
る見込みです。この一因として、労働力
人口の伸び悩みが挙げられます。ドイツ
は、他のユーロ圏諸国と異なり自国民の
労働力が大きく減少しており、その減少
分を移民の増加でカバーすることが出来
ていません（図表2）。自国民の労働力減
少は、人口動態による面が強く、ベース
となる生産年齢人口が他国と比べて大き
く減少しています。
　なかでも、熟練労働者の不足が深刻で
す。ドイツでは、1950 ～ 60年代に生ま
れた「ベビーブーム世代」の多くが労働
市場から退出し、労働力人口に占める40
～ 64歳の中高年層の割合が大きく低下
しています。このため、労働供給の中心

が若年層や移民に移っており、熟練労働
者を穴埋め出来ていない模様です。実際、
ドイツのifo経済研究所の調査では、3割
強の製造業と半数近くのサービス業が、
熟練労働者が不足していると報告してい
ます。サービス業のなかでも、専門サー
ビス業や対面サービス業では「不足」と
答えた企業の回答割合が7割前後と、過
去最高水準に達しています。

対策に動くドイツ政府

　こうした深刻な労働力不足に対応すべ
く、ドイツ政府は様々な対策を進めてい
ます。具体的には、労働移動の促進を目
的に職業転換訓練を充実させているほ
か、高スキルな移民の呼び込みに向けて
熟練移民法を改正し、行政手続きの簡素
化を進めています。このほか、難民の労
働規制の緩和にも着手しています。
　もっとも、先行き移民の受け入れが着
実に進み、狙い通りに労働力不足が解消
されるどうかは予断を許さない状況で
す。長引く景気低迷から現ショルツ政権
への批判が強まっており、最近の地方選
ではAfD（ドイツのための選択肢）など
の極右政党が躍進しています。こうした
動きに合わせて、移民受け入れに反発す
る機運が高まり、現政権が進める移民政
策が円滑に進まなくなる可能性もありま
す。労働力不足の問題は、ドイツの中長
期的な成長力をも左右するだけに、今後
の動向を注視する必要があります。
 （藤本）

図表2　 労働力人口（2022年）

（資料） Eurostatを基に日本総合研究所作成
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　わが国では少子化が進行しており、そ
の一因として、家事育児における女性へ
の著しい負担の偏りが指摘されていま
す。以下では、その是正に向けて企業と
家庭の関わりという視点から、求められ
る子育て支援の在り方について考えまし
た。

共働き共育てを希望する若者が増加

　「出生動向基本調査」をみると、近年、
結婚を希望する若者の割合は低下してい
るものの、2021年でも8割超の男女の未
婚者が「いずれ結婚するつもり」と回答
しています。
　一方で、女性のライフコースについて
の意識は、出産育児を機に完全に仕事を
辞めて専業主婦になることを希望する人
の割合は14％まで低下し、仕事を継続、
あるいは一度離職しても再就職したいと
いう希望を持っている人の割合が一段と
高くなっています。こうした女性の意識
の変化を反映して、若い夫婦では男性の
家事労働時間が増加しています。「全国
家庭動向調査」によると、20歳代の若い
夫婦では、夫婦で同程度の家事分担をし
ている世帯の割合が2割と、年配の世代
よりも高くなっています。このように、
若い世代では男女の共働き共育てに向け
た行動変容が徐々に起こっています。
　もっとも、全世代でみると、女性の雇
用は非正規に偏り、男性の家事育児時間
は女性の5分の1にとどまるなど、世代間
格差がみられます。こうしたなか、社会
や職場には従来の制度・慣習が残り、若
い世代にとっては男女が共に仕事と家庭
で十分に力を発揮し難い環境となってい
ます。
　他国に比べると、わが国は男女とも外

での仕事と家庭での家事育児などを合わ
せた時間が著しく長くなっています。と
りわけ子育て期の女性は、就業率が高ま
る一方、家事育児時間もさほど減ってい
ないため、負担が極めて大きくなってい
ます。生産年齢人口が減少するなか、女
性の労働力化の流れを止めずに夫婦が共
働き共育てを実現するためには、男性の
家事育児時間をより一層増やす必要があ
ります。

求められる男性の長時間労働是正

　政府は、男性の家事育児時間を増やす
ために、男性育児休業をはじめ様々な制
度を拡充しています。もっとも、実際に
男性が育休を取得し、継続的に家事育児
を担うためには、企業のトップや上司の
理解とサポートが欠かせません。
　まず、男性が家事育児に時間をかけら
れるように、長時間労働を是正する必要
があります。日本では週50時間以上働く
男性（15 ～ 64歳）の割合が24％と高く、
先進国では、男性の長時間労働の割合が
高い国ほど、女性の家事育児負担の割合
が高いという関係がみてとれます（図表
1）。そのため、男性の長時間労働が是正
されれば、夫婦が家事育児を対等に分担
しやすくなり、女性の負担が軽減され、
より外で働きやすくなると考えられます。
　企業としては、人手不足で新たな人材
獲得が難しい状況下、業務におけるムダ
の排除やデジタル化の推進等を通じて、
男性の労働時間を減らしつつ、女性の正
社員化を進めるなどして、適切な労働投
入量を全体として確保することが望まれ
ます。こうした取り組みは、企業の労働
生産性を高めることにもつながり、企業
の成長と家庭の共働き共育てを同時に実

企業の子育て支援の在り方を考える

社会トピックス
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現するうえで優先的に取り組むべき課題
といえます。

柔軟な働き方は労使ともに恩恵

　さらに、柔軟な働き方の推進も、男性
の家事育児時間を増やすために有効で
す。
　現状、育児の多くを担っている子ども
のいる女性は、仕事と家事育児を両立す
るため、往々にして労働時間が短いだけ
でなく、勤務日や勤務する時間を自分で
コントロールしやすい働き方を選択して
いるのが実情です。
　一方、コロナ禍の副産物としてテレワ
ークや時差出勤が広まったことなどを背
景に、男性の間でも柔軟な働き方への関
心が高まっています。とりわけ若い男性
では、家事育児をするために必要なこと

として、「短時間勤務や休暇制度、テレ
ワークなど多様な働き方の普及」を挙げ
た人の割合が32％（2016年）から56％

（2022年）に急上昇しています（図表2）。
　こうした柔軟な働き方は、中途採用市
場で若者が企業選びの際に重視する項目
の第1位にも挙げられており、企業にと
っては人材獲得のためにも重要な施策で
あるといえます。
　これまで多くの日本企業では、配偶者
手当を支給することなどで従業員の家族
を支えてきました。しかし昨今、共働き
が主流となり、人手不足も深刻になるな
か、従業員の家庭生活までを視野に入れ
て、働きやすい環境を整備する働き方改
革こそが、有効な企業の子育て支援とな
り、それは企業自身にも恩恵をもたらす
ことになりましょう。 （井上（恵））

社会トピックス MONTHLY 
REVIEW
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図表1　 男性の長時間労働割合と女性の無
償労働負担割合

図表2　 男性が育児や介護、家事、地域活動
に積極的に参加するために必要なこ
と（複数回答可、18～ 29歳男性）

（資料）OECDを基に日本総合研究所作成
（注）15～ 64歳。OECD諸国。各国最新年のデータ

（資料）内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」を基
に日本総合研究所作成

（注） 上位5項目のみ。選択肢の文章は日本総合研究所が短
縮して図示。
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　中国では、若者の就職難が大きな社会
問題となっています。若年層（16～24歳）
の失業率は、公表が始まった2018年以
降上昇傾向をたどり、2023年6月には
21.3％と過去最高水準に達しました。そ
の水準の高さは、日本はもとより米国や
欧州主要国と比べても際立っています。
以下では、中国で若年失業率が上昇して
いる理由を整理したうえで、今後の展望
や経済への影響について考察しました。

大卒失業者が増加

　一般に、若年失業者の増加は景気の悪
化や慣例等による中高年層の雇用優先な
どが原因になることが多いのですが、
中国ではこうした要因に加え、固有の事
情も指摘出来ます。それは、大学進学者・
卒業者の大幅な増加です。中国の大学卒
業者（短期大学などを含む）は、2018
年から5年間で405万人増加しました。
一方、2018年から5年間の累計で、若年
失業者は約400万人増加したと推計され
ます（図表1）。
　こうした動きを踏まえると、若年失業
者の増加は、大卒就職希望者の増加を新
卒採用市場で吸収出来なかったためと考
えられます。

新卒就職市場におけるミスマッチ

　この背景には、大卒者が希望する仕事
と企業が求める人材にミスマッチが生じ
ていることが挙げられます。中国では、
大卒者の就職希望業種として、ICT（情
報通信技術）、自動車、金融といった業
種が給与水準や将来性などの理由から上

位に挙げられています（図表2）。ところ
が、業種別就業者数をみると、これら業
種が全体に占める割合は限られ、大幅な
需要ギャップが生じています。実際、ア
ンケート調査等によると、2022年の大
卒就職者のうち、理想とする1万元以上
の月給を得た大卒者は6.9％にとどまり、
大半は理想を大幅に下回る水準の月給

（平均5,990元）で社会人生活を始めてい
ます。
　大卒者の希望と裏腹に、多くの企業が
必要としている人材は、工場や店舗など
の現場で働く労働者です。例えば、製造
業では熟練工など技能労働者の不足（一
説には2025年までに3,000万人）が指摘
されているなど、多くのメーカーで現場
労働者の確保が急務となっているほか、
サービス業でも商品の販売員、配達員、
飲食店のホールスタッフなどが深刻な人
手不足に陥っています。しかし、大卒者

ミスマッチで増える中国の若年失業者

アジアトピックス

0

100

200

300

400

500

2019 20 21 22 23

（万人）

（年）

若年失業者

大卒者

図表1　 中国の若年失業者と大卒者 
（2018年からの累計増）

（資料） ILO、人的資源・社会保障部、教育部、国連、CEIC
を基に日本総合研究所作成
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の多くはこれらの職種への就職を希望し
ていません。
　こうした就職市場におけるミスマッチ
により、中国社会は、高等教育を受けた
大勢の若者が就職出来ない一方、相対的
に低賃金で労働条件の厳しい業種で人手
不足が深刻化するという、二つの課題を
抱えることになりました。

ミスマッチ解消を阻害する構造要因

　新卒就職市場でミスマッチが深刻化し
ている背景には、労働市場の需要と供給
両面にある構造要因を指摘出来ます。
　労働需要面では、産業構造高度化のス
ピードが上がらず、ICTをはじめとする
高付加価値産業が十分に育っていませ
ん。中国はGDP規模で世界第2位の経済
大国であるものの、一人当たりGDPは
13,000ドル程度の中所得国であり、急増
した大卒者の希望を満たすほど給与水準

が高い働き口を数多く用意することは困
難なのが実情です。
　労働供給面では、一人っ子政策が長年
続き、保護者の教育熱が高まったことが
大卒者を増やしました。政府は、過熱す
る教育投資の沈静化に向けて、2021年
夏に学習塾規制を導入したほか、2023
年秋には家庭教師への規制を強化しまし
たが、教育熱と高学歴志向はまったく冷
めていません。政府は、規制を強める一
方で、受験競争の原因とされる高考（日
本の大学入学共通テストに相当）の見直
しには着手していないほか、高等教育の
普及策も継続しているため、現在の状況
は大きく変わらないと予想されます。

問題が長期化する恐れ

　先行きを展望すると、当面の中国景気
は低調な推移が予想され、大卒者が希望
する高給ポストの急増は期待薄です。政
府による企業への規制が強化され、ICT
など高付加価値産業の成長が損なわれる
リスクもあります。さらに、若年人口は
緩やかな減少トレンドにあるとはいえ、
大学進学率はこれからも上昇し、大卒者
数は今後10年程度にわたり増加が続く
と予想されます。
　これらの点を踏まえると、就職市場の
ミスマッチは今後も容易には解消され
ず、若年失業の問題が長引く可能性が高
いと考えられます。若年期のキャリア形
成につまずくケースが増えると、中国経
済の成長力が中長期にわたって押し下げ
られる恐れもあり、注意が必要です。
 （佐野）

アジアトピックス MONTHLY 
REVIEW

0 5 10 15 20 25

ICT関連
メディア・娯楽

自動車
政府

生活サービス
金融

卸売り・小売り
不動産・建設
交通・運輸
農林水産

（％）

就職希望シェア

就業者シェア

（資料）智聯招聘、国家統計局を基に日本総合研究所作成
（注）全業種に占める当該業種の割合。

図表2　 中国の就職市場でのミスマッチ 
（2023年）
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●日　本● （％）
2022年度 2023年 2023年

4～ 6 7～ 9 7月 8月 9月 10月
鉱工業生産指数

（▲0.3）
〈1.4〉
（1.0）

〈▲1.2〉
（▲3.6）

〈▲1.8〉
（▲2.3）

〈▲0.7〉
（▲4.4）

〈0.5〉
（▲4.4）

鉱工業出荷指数
（▲0.1）

〈1.6〉
（1.0）

〈▲1.2〉
（▲2.2）

〈▲1.8〉
（▲1.7）

〈▲0.3〉
（▲2.8）

〈0.6〉
（▲2.3）

鉱工業在庫指数（末）
（2.3）

〈1.9〉
（5.9）

〈▲2.1〉
（0.2）

〈0.6〉
（5.7）

〈▲1.3〉
（3.2）

〈▲1.3〉
（0.2）

生産者製品在庫率指数
（7.4）

〈2.8〉
（10.5）

〈▲0.3〉
（7.8）

〈1.0〉
（9.8）

〈▲1.0〉
（9.1）

〈▲1.7〉
（4.4）

稼働率指数
　（2020年＝100）

107.9 107.8 106.2 105.7 106.2 106.6

第3次産業活動指数
（2.2）

〈0.6〉
（1.6）

〈1.1〉
（2.7）

〈▲0.1〉
（1.9）

機械受注
（船舶・電力を除く民需） （4.1）

〈▲3.2〉
（▲6.7）

〈▲1.1〉
（▲13.0）

〈▲0.5〉
（▲7.7）

建設工事受注（民間）
公共工事請負金額

（6.5）
（▲0.4）

（10.8）
（7.1）

（1.5）
（1.3）

（▲10.0）
（6.8）

（▲10.0）
（▲3.6）

（14.0）
（0.1） （3.6）

新設住宅着工戸数
（年率、万戸）

86.1
（▲0.6）

81.5
（▲4.7）

79.7
（▲7.7）

77.8
（▲6.7）

81.2
（▲9.4）

80.0
（▲6.8）

百貨店売上高　　　　全国
　　　　　　　　　　東京
チェーンストア売上高

（14.7）
（20.6）
（1.0）

（6.8）
（9.8）
（2.6）

（9.5）
（9.6）
（3.9）

（8.6）
（12.2）
（4.9）

（11.8）
（10.0）
（3.4）

（9.2）
（6.4）
（2.8）

完全失業率
有効求人倍率

2.6
1.31

2.6
1.31

2.6
1.29

2.7
1.29

2.7
1.29

2.6
1.29

現金給与総額 　（5人以上）
所定外労働時間　　　（〃）
常用雇用　　　　　　（〃）

（1.9）
（3.9）
（1.2）

（2.0）
（▲0.6）
（1.8）

（1.0）
（▲1.7）
（1.9）

（1.1）
（▲2.0）
（1.8）

（0.8）
（▲1.1）
（1.8）

（1.2）
（▲2.0）
（1.9）

M2　　　（平残）
広義流動性（平残）

（3.1）
（3.6）

（2.6）
（2.5）

（2.4）
（2.2）

（2.5）
（2.3）

（2.5）
（2.1）

（2.4）
（2.1）

（2.4）
（2.0）

経常収支　　　　　（兆円）
　　　前年差

9.43
▲10.72

5.19
3.11

7.51
5.38

2.65
1.85

2.14
1.56

2.72
1.96

貿易収支　　　（兆円）
　前年差

▲18.03
▲16.48

▲1.07
2.66

▲0.34
5.11

0.07
1.25

▲0.75
1.71

0.34
2.15

消費者物価指数
（除く生鮮食品） （3.0） （3.3） （3.0） （3.1） （3.1） （2.8）

（％）
2022年度 2022年 2023年

4～ 6 7～ 9 10～ 12 1～ 3 4～ 6 7～ 9
業況判断DI 大企業・製造

非製造
中小企業・製造

非製造

9
13
▲4
▲1

8
14
▲4
2

7
19
▲2
6

1
20
▲6
8

5
23
▲5
11

9
27
▲5
12

売上高　（法人企業統計）
経常利益

（9.0）
（13.5）

（7.2）
（17.6）

（8.3）
（18.3）

（6.1）
（▲2.8）

（5.0）
（4.3）

（5.8）
（11.6）

実質GDP
（2015年連鎖価格） （1.3）

〈1.2〉
（1.5）

〈▲0.1〉
（1.4）

〈▲0.1〉
（0.3）

〈0.9〉
（2.0）

〈1.1〉
（1.7）

〈▲0.5〉
（1.2）

名目GDP
（2.0）

〈0.9〉
（1.3）

〈▲0.8〉
（1.0）

〈1.3〉
（1.6）

〈2.3〉
（4.0）

〈2.5〉
（5.2）

〈▲0.0〉
（6.4）

注：〈　〉内は季節調整済み前期比、（　）内は前年（同期（月））比。

（2023年11月15日現在）
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●米　国●
2022年 2023年 2023年

1～ 3 4～ 6 7～ 9 8月 9月 10月
鉱工業生産

（3.4）
〈▲0.1〉
（0.9）

〈0.2〉
（0.0）

〈0.6〉
（0.1）

〈0.0〉
（0.1）

〈0.3〉
（0.1）

設備稼働率 80.3 79.6 79.4 79.6 79.5 79.7
小売売上高

（9.7）
〈1.1〉
（4.9）

〈0.1〉
（1.6）

〈1.7〉
（3.2）

〈0.7〉
（2.8）

〈0.9〉
（4.1）

〈▲0.1〉
（2.5）

失業率（除く軍人、％） 3.6 3.5 3.6 3.7 3.8 3.8 3.9
非農業就業者数（千人）
（前期差、前月差）

6,344 966 666 609 165 297 150

消費者物価指数
（8.0）

〈0.9〉
（5.8）

〈0.7〉
（4.0）

〈0.9〉
（3.5）

〈0.6〉
（3.7）

〈0.4〉
（3.7）

〈0.0〉
（3.2）

2022年 2022年 2023年
4～ 6 7～ 9 10～ 12 1～ 3 4～ 6 7～ 9

実質GDP
（連鎖ウエート方式） （1.9）

｛▲0.6｝
（1.9）

｛2.7｝
（1.7）

｛2.6｝
（0.7）

{2.2}
（1.7）

{2.1}
（2.4）

{4.9}
（2.9）

経常収支（億ドル、年率）
名目GDP比

▲9,716
▲3.8

▲9,951
▲3.9

▲8,910
▲3.4

▲8,646
▲3.3

▲8,579
▲3.2

▲8,484
▲3.1

注：｛　｝内は季節調整済み前期比年率、〈　〉内は季節調整済み前期比、
　　（　）内は季節調整済み前年比。ただし、消費者物価指数および暦年の前年比は原数値。

●アジア●
実質GDP成長率（前年比、前年同期比、％）

韓 国 台 湾 香 港 シンガポール タ イ マレーシア インドネシア フィリピン 中 国
2021年 4.3 6.5 6.4 8.9 1.5 3.3 3.7 5.7 8.4
2022年 2.6 2.4 ▲3.5 3.6 2.6 8.7 5.3 7.6 3.0

2022年4～ 6月 2.9 3.0 ▲1.2 4.5 2.5 8.8 5.5 7.5 0.4
7～ 9月 3.2 3.6 ▲4.6 4.0 4.6 14.1 5.7 7.7 3.9

10～ 12月 1.4 ▲0.8 ▲4.1 2.1 1.4 7.1 5.0 7.1 2.9
2023年1～ 3月 0.9 ▲3.3 2.9 0.4 2.6 5.6 5.0 6.4 4.5

4～ 6月 0.9 1.4 1.5 0.5 1.8 2.9 5.2 4.3 6.3
7～ 9月 1.4 2.3 4.1 0.7 3.3 4.9 5.9 4.9

貿易収支（100万米ドル）
韓 国 台 湾 香 港 シンガポール タ イ マレーシア インドネシア フィリピン 中 国

2021年 29,307 64,414 ▲44,138 50,765 5,124 61,185 35,420 ▲42,192 670,412
2022年 ▲47,785 51,333 ▲49,772 39,631 ▲13,605 58,297 54,487 ▲58,244 847,745

2022年8月 ▲9,422 2,956 ▲1,690 3,539 ▲3,746 3,872 5,778 ▲6,025 78,604
9月 ▲3,837 5,075 ▲5,723 4,743 ▲534 7,003 4,956 ▲4,829 82,676
10月 ▲6,739 3,019 ▲2,659 2,385 ▲320 3,931 5,593 ▲3,313 82,213
11月 ▲7,076 3,617 ▲3,459 2,529 ▲1,116 4,730 5,132 ▲3,717 66,045
12月 ▲4,774 4,890 ▲6,634 3,795 ▲726 6,345 3,965 ▲4,521 69,927

2023年1月 ▲12,651 2,342 ▲3,244 3,829 ▲4,650 4,195 3,881 ▲5,744 92,493
2月 ▲5,370 2,354 ▲5,781 5,656 ▲1,113 4,485 5,402 ▲3,905 11,928
3月 ▲4,741 4,209 ▲5,172 5,544 2,719 5,979 2,828 ▲5,101 78,246
4月 ▲2,509 6,711 ▲4,659 3,185 ▲1,472 2,854 3,936 ▲4,843 86,258
5月 ▲2,205 4,869 ▲3,368 3,787 ▲1,849 3,479 427 ▲4,445 65,516
6月 1,199 5,967 ▲7,222 4,671 58 5,518 3,451 ▲3,942 69,667
7月 1,798 8,495 ▲3,837 4,220 ▲1,978 3,785 1,292 ▲4,199 80,222
8月 1,045 8,613 ▲3,270 3,207 360 3,728 3,118 ▲4,131 68,259
9月 3,697 10,324 ▲8,249 3,903 2,093 5,237 3,418 ▲3,511 77,831
10月 1,636 5,772 56,528
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